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要 旨 

企業活動から見た近年の日本経済はどの様に評価されるだろうか。この問いへ正確に答

えるためには、共通した手法で計測された他国のパフォーマンスとの比較が有用である。ま

た、こうした比較に当たっては、生産性指標の推移に関する単純な比較に留まることなく、

経済を構成する無数の異質な企業がどの様に成長・衰退しているのか、またこうした企業ダ

イナミクスの下で市場集中度やマークアップなどがどの様に推移しているかに着目した所

謂「ビジネスダイナミズム」指標の多面的な検討が効果的である。こうした問題意識を踏ま

えて本稿では、『経済産業省企業活動基本調査』を用いて日本企業に関する生産性と各種の

ビジネスダイナミズム指標を計測した上で、共通する手法で計測された EU 諸国の指標

（CompNet 8th Vintage Firm-Level Data）と比較する。2000 年以降の期間を対象とした

比較から、複数の EU 諸国において継続的な生産性の改善が観察される一方で、日本におけ

る生産性の伸びが 2010 年代以降停滞していることが確認された。また、多くの EU 諸国で

観察されている市場集中度の上昇を伴う配分効率性の改善が日本においては見られないほ

か、日本においては資本集約度の低下も顕著であることが確認された。 
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１． はじめに 

過去 30 年余りに亘って、日本経済のパフォーマンスに関する懸念が示されてきた。こ

うした議論の多くは、生産性の伸びが鈍化していることを最も重要な問題として指摘した

上で、有形・無形の資本蓄積の不足、企業経営に係る体制面での不備、国際化の遅れなど

を背景事象として挙げている。改めて強調するまでもなく、日本経済のパフォーマンス改

善を目的とする処方箋の提供を目的としたこれらの検討は、日本経済の現況に関する正確

な評価に基づいて行われる必要がある。本稿の目的は、企業活動に関する日本経済の現況

を多面的に描写した結果を他国と比較することで、経済成長を実現するための処方箋の検

討に当たって参照すべき情報を提供することにある。 

我々は、各種の経済政策や企業実務上の検討において重要となる、（企業活動から見た）

日本経済の現況評価に際して、二つの点に注意すべきと考える。第一に、日本に関する計

測のみに留まるべきではない。日本に関する経済成長面での低迷を例に挙げてみよう。こ

うした傾向が日本に固有の事象なのか、それとも先進各国に共通した事象なのかは、問題

解決に資する処方箋を検討する上で重要な視点を与える。特に前者のケースであった場合

には、順調な経済成長を遂げている他国の事例を観察することが検討の助けになるだろう。

日本経済の現況を評価する際には、共通した手法で計測された他国のパフォーマンスとの

比較が有用となる。 

第二に、こうした国際比較に当たって、生産性指標の推移に関する単純な比較に留まる

べきではない。これまでも多くの既存研究が、複数の生産性指標系列に関する丹念な観察

に加えて、企業の参入・成長・縮小・退出からなる企業ダイナミクスの有様や、各種の有

形・無形資産の投資動向、更には労働市場の動向などについて報告しており、これらの情

報の複合的な参照を通じた日本経済の現況に関する立体的な描写が試みられてきた。この

文脈で近年重要視されているアプローチが、経済を構成する無数の異質な企業間でどの様

な資源再配分が行われているのか、またこうした動きの下で市場集中度やマークアップな

どがどの様に推移しているかを計測した上で背後にある理論的なメカニズムを検討すると

いう試みである（例：Philippon 2019; Akcigit and Ates 2021）。これらの試みは、経済の

活力を規定する主たる要因として既存研究が注目してきた市場集中度、マークアップ、労

働分配率、生産性格差、参入率、雇用創出率・喪失率、企業年齢、利益率、売上高のばら

つきなどの計測値を「ビジネスダイナミズム指標」として位置付けた上で、これらの計測

値に着目した検討を行なっている。 

企業レベルデータを用いた生産性及びビジネスダイナミズム指標の国際比較は、一国に
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おける単一の指標に基づいた議論とは比較にならない豊富な情報をもたらす。一例として、

生産性の分布を対象とした既存研究は、平均値より生産性が低い企業が多く存在する一方

で、分布の右側におけるロングテイルを構成する生産性が突出して高い企業も存在するこ

とを報告している。この点に関連して、日本以外の先進各国の企業レベルのデータを用い

た生産性に関する先行研究（例：Mayer and Ottaviano 2007）では、一部のスーパースタ

ー企業の動向が産業や経済全体のダイナミクスを左右する可能性があることを指摘してい

る。企業の生産性分布に関する国際比較をこうした議論と併せて理解することで、生産性

向上に関する特定の政策がもたらす帰結をより正確に予想することができる様になるだろ

う。分布に着目した複数の指標に関する国際比較が有用であることは、こうした整理から

も明らかである。 

また、別の例として、いま二つの国において生産性指標の成長鈍化が共通して観察され

ているとしよう。この情報に、上記のビジネスダイナミズム指標の計測結果を加えること

で、個々の国において生産性の成長鈍化につながる要因として実際に何が生じているのか

をその同異を含めて理解することが可能となる。こうした検討は、現況の素朴な観察から

一歩進んだ処方箋を提供する目的に照らして極めて有効である。 

本稿ではこうした問題意識に倣い、『経済産業省企業活動基本調査』（以下、『企業活動基

本調査』）を用いて日本における生産性と複数のビジネスダイナミズム指標を計測した上

で、同一の手法で計測された EU 諸国に関する指標との比較を行う。なお、本稿で使用す

る『企業活動基本調査』は従業員 50 人以上を対象としているため、例えば、企業の参入・

退出行動に関する正確な計測には必ずしも適していない。この点を踏まえて、本稿では生

産性格差、市場集中度、マークアップといった他国との比較が可能な指標に限定した議論

を行う。 

以上の明確な目的の一方で、企業レベルのデータを用いた国際比較を行うためにはいく

つかの障壁を越えなければならない。第一に、企業レベルのデータ（個票データ）は一般

的にデータの利用権限が国内の研究者でかつ使用許可を得た者に限定されている。一般に、

海外の研究者が国内のマイクロデータにアクセスすることは困難であり、このことが国際

比較を困難なものとしている。第二に、民間データベンダーによって市販されている国際

比較が可能な企業データは存在するが、高額であり、加えてデータの収集方法や変数の定

義などが各国で統一されていない場合も多い。こうした問題に対して、本稿では企業レベ

ルのデータを用いて計測された生産性などの指標に関する国際比較を目的としたコンソー

シアムである CompNet (Competitiveness Research Network)に参加することで、国際比
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較を行う。CompNet とは、競争力と生産性の分野における高度な研究と政策分析のため

のフォーラムを提供している国際コンソーシアムであり、主な活動には、欧州諸国を対象

としたミクロデータに基づく競争力計測値などの定期的な更新がある。このコンソーシア

ムでは、分析に必要な変数の定義を可能な限り統一化し、共通のプログラムで推計を行い、

集計結果、推計結果データのみを参加国が提供しあうことで、国内でのみ分析可能な個票

データによる生産性分析結果の国際比較を可能にしている。本稿では、CompNet が提供

するプログラムと日本企業に関するデータを用いて計測を行うことで、他国と共通のデー

タ作成方法及び推計方法で処理した結果を取得し国際比較を行う。重要な点として、この

取り組みでは加工済みの集計値のみを国際比較するため、個票データを海外へ持ち出す必

要は無く、結果として秘匿性が完全に保たれるという点が挙げられる。 

なお、ミクロデータを用いた雇用や生産性に関する国際比較分析の事例としては、池内

他（2019）が挙げられる。池内他（2019）では、OECD（経済協力開発機構）の国際比較

分析プロジェクト（DynEmp/MultiProd プロジェクト）に参加し、『事業所・企業統計調

査（総務省）』『経済センサス-基礎調査（総務省）』、『経済センサス-活動調査（総務省及び

経済産業省）』、『工業統計調査（経済産業省）』、『企業活動基本調査』の 1990 年代後半～

2014 年のデータを用いて、企業年齢、新規開業率や資源配分に関する検討が行われてい

る 1。 

本稿の構成は以下の通りである。第２節では、使用するデータと分析手法の説明を行う。

第３節ではヨーロッパ各国との結果を比較し、第４節では、日本における追加的な分析で

得られた結果を示す。第５節で、本稿で得られた結果をまとめる。なお、現時点では米国

やアジア諸国に関する結果が各国の研究チームから提供されていないため、本稿ではヨー

ロッパ各国とのみ国際比較を行う。 

 

２． データと分析手法 

本稿では、分析のために『経済産業省企業活動基本調査』を使用する。『企業活動基本調

査』は、1991 年度より構築が開始され、1994 年以降は毎年調査が行われており、日本に

おける幅広い企業分析に用いられている。調査の対象業種は、鉱業、製造業、及び非製造

業（金融業、保険業、情報サービス業といった一部の産業を除く）で、従業者 50 人以上、

且つ資本金または出資金 3000 万円以上の全ての企業が調査対象とされている。基本的な

 
1 本研究では２節で説明するように『企業活動基本調査』を使用しているため、従業員 50 人未満の中小

企業が分析の対象外となってしまっている。一方、池内他（2019）では、『経済センサスｰ活動調査』等を

使用することで、こうした中小企業まで含めた経済全体の雇用の動向等が把握できている。 
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財務情報の他、研究開発、輸出入の状況なども調査項目として含まれている。調査企業数

は毎年約 3 万社程度存在する。 

ヨーロッパ各国のデータ提供組織とデータ提供期間は各国様々であるが、主に、中央銀

行や統計局がデータを提供している（図表１参照）。現時点で、ヨーロッパ 19 か国におけ

るデータセットの構築及び分析が進んでおり、教育、保健衛生及び社会事業、公務や社会

保障などを除く従業員１名以上の非金融業に属する企業をカバーしている。データセット

には、大まかには 6 つのカテゴリー（生産性、ファイナンス、労働、競争、貿易、その他）

に関連する指標が含まれる。国により従業員規模が小さい企業に関するバランスシート情

報の整備が要求されていない場合がるため、これらの指標は全サンプルと従業員 20 人以

上のサンプルの２パターンで計測されている。日本については『企業活動基本調査』を使

用しているため、対象企業が従業員 50 人以上に限定されている。分析を行うためには、付

表１に示されている変数が整備されていることが望ましいとされるが、これらの変数を取

得可能でかつ毎年調査が行われている統計は、日本では『企業活動基本調査』以外には存

在しない。こうした事情を踏まえて、本研究では、従業員 50 人未満の規模の小さな企業が

分析対象外になるという問題を許容した上で、プログラムを実行するために必要な変数が

毎年得られかつパネルデータとしてデータ整備が容易な『企業活動基本調査』を使用する。 

 

＜図表１ 挿入＞ 

 

 計測にあたって用いられる集計のレベルは、一国全体、産業別、企業規模別であり、産

業分類は NACE Rev.2 の２桁分類を使用し、企業規模は以下の図表２の５つの分類に分け

られている。なお、日本に関しては既述の通り従業員 50 人以上の企業データセットを用

いているため規模分類は Size Class４と５のみに限られる。産業分類は NACE Rev.2 を使

用している。産業分類の詳細は付表 2 に示す。 

 

＜図表２ 挿入＞ 

 

３． 国際比較の結果 

３．１ 労働生産性の国際比較 

 以下ではまず、労働生産性の国際比較を行う。労働生産性は、実質付加価値額を労働者

数で割った値として計算される。図表３には、2004 年を１として基準化したマクロ（国）
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レベルの労働生産性の推移が示されている。図表３のヨーロッパ諸国の平均の労働生産性

成長率は 2004 年から 2017 年で年率 0.5％であった。ポーランドが突出していて年率 1.8％

の成長を経験している。一方日本の労働生産性の成長率は単純平均でこの期間年率 0.9％、

加重平均で年率 0.16％であった。 

 

＜図表３ 挿入＞ 

 

 図表４には製造業の労働生産性を比較した結果が示されている。ヨーロッパについては、

図表３のマクロ（国）レベルの結果と同様の傾向が示されているが、多くの国で、製造業

の方がマクロよりも高い生産性成長率を記録している。特にポーランドは 2004 年から

2019 年にかけて２倍に労働生産性が成長している。日本についても、2004 年から 2017 年

で 1.2～1.3％とマクロレベルの結果よりは高い。 

 

＜図表４ 挿入＞ 

  

 図表５には、生産性上位 10％グループ（Frontier）と下位 10％グループ（Laggard）の

差で定義された生産性格差（Productivity dispersion）について、2004 年を１として基準

化した推移が示されている。ヨーロッパについては、クロアチアを除いて生産性格差が拡

大している。日本もヨーロッパと同程度に労働生産性の格差が拡大している。 

 

＜図表５ 挿入＞ 

 

 図表６には、上位 10％、中央値、下位 10％で見た労働生産性水準の推移が示されてい

る。この図から、日本とヨーロッパ諸国の双方に共通する特徴として、この期間における

生産性格差拡大の要因が、下位企業の生産性が停滞している中にあって上位企業の生産性

が向上したことに依っていることが分かる。 

 

＜図表６ 挿入＞ 

 

３．２ 全要素生産性（TFP）の国際比較 

 次に、全要素生産性の国際比較を行う。労働生産性は実質付加価値額を単純に労働者数
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で割った値として計算されたが、TFP の場合は複数の手法に基づくやや複雑な計測を行う

必要がある。具体的には、CompNet では TFP を以下の６つの生産関数を２桁の産業分類

別（付表２参照）に推計した上で、残差として TFP を計測している。 

 

【生産関数の推計パターン】 

0. Assume a CD production function with constant return to scale (CRS) and no fixed 

costs, and derive the output elasticity of each input as the country-sector-year 

median cost-share (input expenditure over total costs). 

1. OLS estimation assuming a Cobb-Douglas (CD) production function. 

2. OLS estimation assuming a Translog (TL) production function. 

3. OLS estimation, assuming CD production function with time-varying output 

elasticities. 

4. GMM estimation following Ackerberg, Caves and Frazer (2015) assuming a CD 

production function. 

5. GMM estimation based on Ackerberg, Caves and Frazer (2015) assuming a TL 

production function. 

 

 図表７には生産関数の推計パターン１で推計された係数を用いて算出した TFP の計測

結果が示されている。計測対象期間に関して、ヨーロッパ全体では TFP が平均で年率

0.47％成長していた。各国の詳細を確認すると、多くの国で TFP 水準が上昇していること

がわかる。例えば、ルーマニアは 2010 年から 2019 年で 20％TFP 水準が上昇している。

日本も同様に上昇トレンドが見られており、2003 年から 2018 年で年率 0.6％から 0.7％

程度の上昇であった。 

  

＜図表７ 挿入＞ 

 

 図表８では TFP の上位、中位、下位グループに関する推移を示している。日本に関して

は、下位及び中位グループの TFP が計測期間を通じて概ね横ばいで推移している中で、

2011 年ごろまでの期間については上位グループと下位グループの TFP 格差が拡大してい

たことがわかる。なお、以降の期間においては上位グループの TFP の伸びも停滞してお

り、日本における TFP 格差の明確な拡大は見られない。 
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＜図表８ 挿入＞ 

 

３．３ 市場集中度（競争度）の国際比較 

 次に、各国の市場集中度を比較する。市場集中度と生産性の関係は近年注目を集めてい

る。例えば、Philippon（2019）では、米国は参入障壁等による「悪い」集中の結果として

高価格、低生産性に直面しているとの指摘がなされている。一方で、Bighelli et al. (2021) 

では、ヨーロッパ諸国において、規模の大きい企業への集中により市場集中度が高まった

事実を示した上で、こうした再配分による生産性向上がヨーロッパの生産性向上の 50%を

占めていることや、こうした環境下でマークアップは一定であったことを示し、集中度の

変化が生産性と配分効率性の変化と正の相関を持つとの見方を示している。この様に、米

国を念頭に置いた Philippon（2019）の議論とは対照的に、ヨーロッパ諸国を対象とした

Bighelli et al. (2021)では、市場集中度の高まりに伴う競争の弱さや市場支配力の増大とい

った負の側面よりも、より効率的な市場環境が実現されたという認識を支持している。 

実際に計測された各国の集中度はどの様な推移を示しているのだろうか。図表９は、収

入、付加価値、労働者の３つの原数値に基づく Herfindahl–Hirschman Index(HHI)で計

測された各国の市場集中度を示している。各国については、３指標とも時系列方向では同

様の動きをしていることがわかるほか、フィンランド、ポーランド、スウェーデンを除き、

市場集中度は概ね上昇していることもわかる。対して日本では、特に収入と付加価値で見

た HHI の低下傾向が鮮明であり、総じて市場集中度の低下（競争度合いの上昇）を示唆す

る結果となった。その水準で見ると、日本の HHI の水準は、（図には掲載されていないが）

ヨーロッパでは HHI が最も低いルーマニアよりも低く、非常に競争度が高い環境にある

と言える。日本に関するこうした結果は、別種のデータを用いた近年の研究（深尾ほか 2021）

でも報告されている。 

 

＜図表９ 挿入＞ 

 

３．４ 配分効率性（Allocative Efficiency）の国際比較 

 CompNet では各国の配分効率性に関する推移も計測されている。配分効率性について

は、更に幾つかの方法に基づいて計測されているが、本稿では、Olley and Pakes(1996)の

手法を紹介する。Olley and Pakes(1996)では、生産性と企業規模の共分散によって測定さ
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れる計算が容易な配分効率性指標（OP ギャップ）が提案されている。yst を時間 t におけ

る産業 s の生産性とし、企業レベルの生産性(ωit)の加重平均として計測する。このとき、

産業の生産性は次式の通り分解できる。θは企業規模を表すウェイトである。 

 

 
 
上式では、企業の生産性の加重平均値を２つの要素に分解している。第一に、ウェイトな

しの生産性の平均値（右辺第一項）であ。第二に、生産性と規模の共分散（右辺第二項）

である。この右辺第二項は、平均より高い生産性を持つ企業が規模の点でどの程度大きな

市場シェアを有しているかを反映していることから、配分効率性の尺度として解釈するこ

とができる。なお、この計測にあたって、企業規模としては各生産性計測の際の分母を使

用する。すなわち、労働生産性の規模は労働投入量を、TFP の規模は総生産量（Gross 
output）を使用する。 
 図表１０では、労働生産性を用いて計測された配分効率性の指標の国際比較の結果を示

している 2。同図から、ヨーロッパ 19 か国中 12 か国で配分効率性が上昇トレンドを示し

ていることがわかる。この配分効率性指標が低下するということは、生産性の低い企業の

雇用シェアが拡大することを意味しており、労働のミスアロケーションの程度が上昇して

いるサインとして解釈できる。この点について日本の計測結果を踏まえると、一貫して配

分効率性指標が低下傾向にある。日本における労働の配分効率性が傾向的に悪化している

というこの計測結果は、生産性の高い企業の雇用のシェアが十分には拡大していないこと

が一因となっている。 
  

＜図表１０ 挿入＞ 

 

３．５ その他の関連指標の国際比較 

 図表１１には資本・労働比率（資本集約度）に関する国際比較の結果が示されている。

同比率に関して、イタリア、フィンランド、ドイツ、スウェーデンでは低下傾向が見られ

るが、多くの国で 2008 年の世界金融危機後に資本集約度の上昇も見られる。日本はこれ

らのヨーロッパ諸国とは異なり、資本集約度が低下傾向を示しているという特徴がある。

この点に関連する報告として、金・権・深尾（2019）では、日本経済の労働生産性低迷の

 
2 労働生産性の水準が各国で異なるため（例えば、日本の一人当たり労働生産性は中央値で 43,000 ユー

ロ（１ユーロ=130 円で 559 万円）、デンマークやスウェーデンは 80,000 ユーロ程度）、配分効率性の水

準も異なっている点に注意されたい。 
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要因の一つとして資本装備率上昇の減速を挙げているが、図表 10 からもこうした動きが

読み取れる。 

 

＜図表１１ 挿入＞ 

 

４． 日本に関する追加的分析の結果 
 以下では、日本に関して追加的に行った分析の結果を紹介する。 
 
４．１ 資本生産性に関する配分効率性 
 労働生産性同様、資本生産性についても、Olley and Pakes(1996)の配分効率性の指標

を計測した（図表１２）。労働生産性で見た配分効率性の推移と同様に、資本の配分効率

性も一貫して低下していることがわかる。この結果は、高い資本生産性を示す企業の資本

シェアが大きくないということを意味しており、企業間における資本の配分に非効率性が

あることを示唆している。 

 

＜図表１２ 挿入＞ 

 
４．２ TFPに関する配分効率性 
 図表１３にはTFPで計測した配分効率性の推移が示されている。TFPは3.2節で示した

６つの方法により計測している。Ackerberg, Caves and Frazer (2015)の方法に基づいて

計測されたTFP４とTFP５のばらつきが相対的に大きいが、その他の指標はいずれもTFP
で計測した配分効率性の指標が横ばいもしくはやや悪化の傾向にあることを示している。 
 この点に関連して、池内他（2019）においても『企業活動基本調査』を用いて、Olley and 
Pakes(1996)の方法で TFP に関する資源配分の効率性の程度を 1995 年から 2012 年まで

計測している。池内他（2019）では、「2007 年までは効率性が向上しており、その後急激

に効率性の低下がみられる。この指標は、より生産性の高い企業がより大きなシェアを占

めるほど、資源配分の効率性が高いと解釈できるものであり、2008 年以降の効率性の低

下は、より生産性水準の高い企業がシェアを拡大していないことを反映している。したが

って、2008 年以降、高生産性企業の生産性が停滞し、高生産性企業が売上規模でみて市場

シェアが拡大していないことを示唆しているといえよう。」と報告している。池内他（2019）
と本研究の TFP の計測方法の詳細が異なる可能性もあり、図表１３では、2007 年までの

配分効率性の向上傾向は一部の変動が激しい指標を除いて確認されないが、2008 年以降

の配分効率性の悪化については同様の傾向が観察されている 3。 

 
3 OECD’s MultiProd Project では以下のいくつかの方法で TFP(MFP)が計測されている。A Wooldridge 
(2009)-residual MFP based on value added as in Ackerberg et al. (2006); a Solow-residual based MFP 
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＜図表１３ 挿入＞ 

 
４． ３ マークアップの推移 
 生産関数推計により求められる係数（output elasticity of intermediate inputs）を用

いて、De Loecker and Warzynksi (2012)の方法で、以下の通りマークアップ（𝜇𝜇𝜇𝜇𝜇𝜇）を算

出する。 

 
𝛼𝛼𝜇𝜇𝜇𝜇𝑀𝑀は中間投入の産出弾力性で生産関数推計により求める。𝑃𝑃𝜇𝜇𝜇𝜇𝑃𝑃𝜇𝜇𝜇𝜇/𝑃𝑃𝜇𝜇𝜇𝜇𝑀𝑀𝑀𝑀𝜇𝜇𝜇𝜇 は産出に

対する中間投入額のシェアの逆数である。図表１４には、６つの生産関数推計の結果の係

数を使って計測されたマークアップの推移が示されている。平均値でみても、中央値でみ

ても、日本におけるマークアップは横ばいか近年やや上昇している。これは細野他

（2020）の結果とも整合的である。 

 

＜図表１４ 挿入＞ 

 
 

５．おわりに 

 本稿では、生産性及びビジネスダイナミズムに関連する指標を CompNet によるヨーロ

ッパ 19 か国に関する計測結果と比較した。2000 年以降の期間を対象とした比較から、複

数の EU 諸国において継続的な生産性の改善が観察される一方で、日本における生産性の

伸びが 2010 年代以降停滞していることが確認された。また、多くの EU 諸国で観察され

ている市場集中度の上昇を伴う配分効率性の改善が日本においては見られないほか、日本

においては資本集約度の低下も顕著である。 

 企業活動に関する日本経済の現況をこうした形で多面的に描写することは、経済成長を

実現するための処方箋の検討に当たって必須であるが、今回の取り組みを踏まえて更なる

検討が求められるポイントも明らかになった。第一に、市場集中度の低下と配分効率性の

低下という EU 諸国では見られない現象をどの様に理解し、対応する施策を検討するかが

 
using external, country-industry specific labour and intermediate shares; a Solow-residual based MFP 
using external, industry specific labour and intermediate shares (the cross-country-year median); a 
Superlative index based MFP using labour and intermediate shares calculated as the average between 
the labour/intermediate share of the firm (averaged over time) and the geometric mean of firm 
labour/intermediate shares in the industry. 
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重要となる。既述の通り、EU 諸国における市場集中度の上昇と配分効率性の上昇とは異

なる現象として、米国では市場集中度の上昇とビジネスダイナミズムの低下が報告されて

おり、GAFA を中心とする所謂 giants がイノベーションの芽を摘んでいるという仮説を

表現する理論モデルの提供が行われている（Akcigit and Ates 2021）。一方で、日本に対し

ては企業退出に関する非効率性に着目することで現在観察されている事象を説明しようと

する試みもある（Miyakawa et al. 2022）。また、Bighelli et al.(2021)で示されているよう

な、集中度の変化と生産性や配分効率性に関する研究の深化が必要とされるであろう。第

二に、日本における企業レベルデータの一層の蓄積と学術研究・政策立案にあたっての参

照である。我々は、今回の CompNet コンソーシアムへの参加を通じて、EU 諸国におけ

る企業レベルデータの蓄積が日本とは比較にならない形で進んでいることを認識した。一

例として、企業の現金保有に関する情報を、政府統計個票を用いて把握することは日本に

おいては不可能であるが、EU 諸国では問題なく行われている。分析の基礎となるこうし

たデータの欠如は、国際比較を行うコンソーシアムに参加することの意義を著しく損なう

ものであり、かつ長期的な視点から見ると日本が同種の試みから除外されるという懸念に

もつながる。近年の統計不正の問題を挙げるまでもなく、日本においては長きにわたって

データに基づく検討の価値が無視されてきた。この点に関して、既に経済産業省で取り組

みが始まっている各種の企業データと行政データの結合と学術研究・政策立案における活

用の展望や、財務省・国税庁で始まった各種のミクロデータ（税務、通関）の学術研究へ

の開放などは極めて重要かつ意義のある取り組みであると言えよう。民間データベンダー

との適切な協力関係の構築も視野に入れながら、企業データの構築と利用に十分な資源を

投入することが、結果としては経済成長を実現する方策の効果的な検討に繋がるものと考

える。 
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図表１ ヨーロッパ各国のデータ提供組織とデータ提供期間（19 か国中の一部を抜粋） 

 
出所）CompNet 8th vintage stylized facts（2021）より抜粋 

 

 

図表２ 企業規模分類 

 
出所）CompNet 8th vintage stylized facts（2021）より抜粋 

 

  

Country Institution Time coverage
Belgium iBach – European Central Bank 2000-2018
Croatia Croatian National Bank 2002-2019
Denmark Danmarks Nationalbank 2001-2018
Finland Bank of Finland & Statistics Finland 1999-2019
France INSEE 2004-2018
Italy iBach – European Central Bank 2006-2018
Poland Narodowy Bank Polski 2002-2019
Slovenia Institute for Macroeconomic Analysis and Development IMAD 2002-2019
Sweden Statistics Sweden 2003-2019
Switzerland Federal Statistical Office 2009-2018
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図表３ 労働生産性の国際比較（マクロ）2004＝1 

ヨーロッパ 

  
 

日本 

 

出所）CompNet 8th vintage stylized facts 

日本のデータの出所）『経済産業省企業活動基本調査』 

注）日本の労働生産性の加重平均値を算出する際のウェイトは労働者数を用いている。 
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図表４ 労働生産性の国際比較（製造業）2004＝1 

ヨーロッパ 

 

日本 

 
出所）CompNet 8th vintage stylized facts 

日本のデータの出所）『経済産業省企業活動基本調査』 

注）日本の労働生産性の加重平均値を算出する際のウェイトは労働者数を用いている。 
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図表５ 労働生産性格差の国際比較（マクロ）2004＝1 

ヨーロッパ 

 

 

日本 

 
出所）CompNet 8th vintage stylized facts 

日本のデータの出所）『経済産業省企業活動基本調査』 
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図表６ 労働生産性格差の国際比較（マクロ）単位：1,000euro 

ヨーロッパ 

 
 
日本 

 

出所）CompNet 8th vintage stylized facts 

日本のデータの出所）『経済産業省企業活動基本調査』 

注）労働生産性水準の単位は 1,000euro である。 
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図表７ TFP の国際比較（マクロ）2010＝1 
ヨーロッパ 

 
日本 

 

出所）CompNet 8th vintage stylized facts 

日本のデータの出所）『経済産業省企業活動基本調査』 

 

0.86

0.88

0.9

0.92

0.94

0.96

0.98

1

1.02

1.04

2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018

TFP(2010=1) Japan

TFP(mean) TFP(weighted average)



 

18 
 

図表８ TFP 格差の国際比較（マクロ） 

ヨーロッパ 

 

日本 

 
出所）CompNet 8th vintage stylized facts 

日本のデータの出所）『経済産業省企業活動基本調査』 
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図表９ 独占度の国際比較 
ヨーロッパ 

 
日本 

 
出所）CompNet 8th vintage stylized facts 

日本のデータの出所）『経済産業省企業活動基本調査』 
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図表１０ 配分効率性の国際比較（労働生産性で計測） 
ヨーロッパ 

 
日本 

 

出所）CompNet 8th vintage stylized facts 

日本のデータの出所）『経済産業省企業活動基本調査』 
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図表１１ 資本・労働比率の国際比較 
ヨーロッパ 

 
 
日本 

 
出所）CompNet 8th vintage stylized facts 

日本のデータの出所）『経済産業省企業活動基本調査』 
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図表１２ 配分効率性の推移（資本生産性） 
 

 
データの出所）『経済産業省企業活動基本調査』 

 
図表１３ 配分効率性の推移（TFP） 

 

データの出所）『経済産業省企業活動基本調査』 
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図表１４ マークアップの推移 
平均値 

 
データの出所）『経済産業省企業活動基本調査』 

 
中央値、10 パーセンタイル点、90 パーセンタイル点 

 
データの出所）『経済産業省企業活動基本調査』 
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付表１ CompNet 8th Vintage で使用される変数の定義（User Guide for the 8th 
Vintage of the CompNet Dataset の Table21 を抜粋） 
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付表２ 産業分類（User Guide for the 8th Vintage of the CompNet Dataset の Table23
を抜粋） 
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